
平成27年9月7日（月）
仙北市長 門脇 光浩

～国有林野の活用による民間投資の拡大～
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資料３



国有林野の管理経営に関する法律の特例

農業生産法人に係る農地法等の特例

国有林野
(約600k㎡)

新たな雇用創出
担い手不足の解消

民間投資の拡大

農林業の振興
各種産業への波及効果

家畜の放牧・加工施設やレストランの整備
国有林を活用した自然とふれあう環境整備
（ネイチャーゲーム等）

自律飛行の技術実証

民有林と併用した効率的な林業経営や６次産業化を推進することで、日本一活
発な農林業地域を目指し、さらにはドローン技術を活用した最先端の安心・安
全なまちづくりを進める。

～国有林野の活用促進～

2



■ドローン技術実証～広大な国有林野を活用～

～近未来技術の活用～
ドローンをはじめとした最先端産業の集積地を目指して

火山監視の実証、遭難者救助、鳥獣被害対策、遠隔地支援

■ドローン競技会

技術開発や運用の拡大、操作技術の向上を促進
・飛行、空撮、計測、探査などの技術を競い、特性と適用性
を広くアピール

開発研究者の招へい、研究機関・製造拠点の誘致を実現
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～今後検討すべき規制改革事項等～

①外国医師等が行う臨床修練等に係る特例

②通訳案内士法の特例

玉川温泉施設内にある診療所において、特例を活用した外国医師の診察実施について検討す
る。

特例を活用した地域限定特別通訳案内士の育成・整備を検討し、外国人の満足度向上を目指
す。

■新たな特区メニューの活用

■今後検討すべき規制改革事項

②農家民宿等の団体が行う農林業体験サービスにおける旅行業法の適用除外

①国有林野の包括的な民間委託
これまでの施業委託型林業とは異なり、立木を含めた包括的な民間委託について検討する。

一定面積を森林管理と併せて長期的に貸付けることで、自伐型林業が可能になり、
中小規模事業者の育成や質の良い森林管理、そして雇用の創出が図れる。

農家民宿等で構成される団体等においては、仙北市内にて催行する旅行の企画、契約、募集、
実施、代金回収を旅行業の資格を持たなくても実施可能となるように検討する。

農林業体験をツアーに組み入れることで、農家等が稲作収入に頼らない安定経営
が期待でき、低迷している農業者所得の向上も期待できる。そして市内で旅行企
画等を実施することで、観光客を地域内に循環させ、経済波及効果やまち全体の
活気につながる。 4
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